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おわりに

はじめに

本稿では香港の経済成長を支えた「社会女定

メカニズム」の一例として，労働者の福利原生

がとのように維持されてきたかを取り上ける。

戦後香港では1960年代中期を頂点に，労働争議

を背景にした反英運動が展開した。しかし．こ

うした運動は植民地の独立や国民国家u)設立へ

とは結実しなかった。また近年，産業構造の変

動にともなって大幅な労慟｝J())再配岡が進んた

が，政権を覆すような労働運動は発生しなかっ

た。

これら労働運動の脆弱性1.iil)については．す

でにイングランド (JoeEngland)や伍錫康か複

数の要因分析を行い，説明を試みている(ii210 

彼らが指摘する主な要因は，中国文化の伝統的

価値観，香港政庁の不介人七義，労働組合の弱

さ，根強い移民心判であった しかし1997年の

中国返遠か迫るにつれて，こうした要索は変質

を遂げ，従来のような機能を期待できなくなっ

ていが安定的な労働環境を確保するためには、

香港政庁か新たな役割を果たすことか期待され
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るようになった。

こうした状況を反映する動きとして注目され

るのが，労働者の福利厚生の制度化という議論

であななかでも労働者の退職後の生活保障を

めぐっては，移行期の争点として1980年代後半

からさまざまな試案か提起されている。またク

リストファー・パッテン (ChristopherPatten)総

督は1994年l(）月 5Uに行った施政月針演説で，

この問題を社会課題の最重要事項として取り上

けている lif:l l。日本では研究はおろか新聞報道

の対象にすらなっていないが，この問題は香港

か返還の衝撃に備えるためにどのような新施策

を必要としているか，を考察する手がかりとし

て項要な意味を持っている。

本稿ては第 I節て，伝統的な福利厚生の源泉

として華人組織の活動を取り上ける。第II節て

は，香港政庁かレッセ・フェールの方針を転換

し，労慟環境の整備と福利厚化を拡脹した過程

を論しる＜，第Ill節ては1980年代末から始まった

年金制度をめくる議論を整理して，そU)要因を

分析する

（註 1) ここていう「労働運動の脆弱性，とは香港域

内uyjク慟運動般に関してのもり実際U)個々の労働運

動かたと＇）た過程には，ここに学けた要因以外の {f在も

人きな影牌を及ぽしてし＼なたとえば1967年の 1否港暴

飢には中L山）外交か作用してし又る，'

(ii: 2) J (）｛、• I•;llgl and, IJIdustrml ktl(1ii(） il，ヽ Il}ld

lク(/1rin llI}｝以 Kon,;.'.,;mled. (Hong Kong: Oxfurd 

『アジア経済』 XXXVIII-3(1997.3) 
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University Press, 1989)／伍錫康 f香港の労働法とイ

ギリスの遺産．」（『海外労働時報i第135号 1988年7月） C

（注3) Address by the Governor, the Right 

Honourable Christopher Patten, at the Opening 0f 

the 1994/95 Session of the Legislative Council, 

Hong Kong: A Thousand Days and B,-yond, Tl耗

1994 Policy Address (Hong Kong, 5 October 19941, 

pp. 9 11. 

I 伝統的な福利厚生の供給

1. レッセ・フェールの裏側

香港政庁0)「自山放任（レッセ・フ Tール） i： 

義」は，社会保閻に対しても，多大な影聾を及

ほしたは l)。現在においても香港では最低賃金

法は存在せず旧八労働組合の団体交渉にも法

律 tJ)義務つけがない。 1980年代後半に国民年

金構想が， 93年には最低賃金法0)渭人りしいか，

また94年には団体交渉の義務について0)法制

化（汁いが提起されたが，いずれも香港政庁によ

って廃案になっている。

失業者・退職者の生活に関わる福祉骨般につ

いても， 1960年代中期まではキリスト教系の慈

善団体と伝統的な華人組織が中心であったば5Jc

香港政庁は1971年に初めて貧困層に対する金銭

的な援助を実施し、ついに73年の『福祉白

で政）「が社会福祉の最終責任者となることを官

,iしたが，それでも櫛祉は最低限に抑えるべき

であるという誌識は変化しなかった0 1975年6

月には当時の社会サーピス長官か―失業に利益

が付随するようになれば，失業者がかえって増

大するであろう」と述べて論議を呼んた川り）。

香港政月の柑j極姿勢の背娯として，伍錫康は

イギリス法の「ボランタリズム」の影害を指摘

している。「ホランタリズム」とは， ‘→り事者間

の直接対話を重視して，国家の介人を最小限に

抑える傾向であるつこのイギリスの伝統が，香

港ては法律の空白領域を残すことになり，政庁

の調停・仲裁を非強制的なものにした闇7｝。し

かも直接対話をすべき当事者てある労働組合は，

企業内組合の組織率の低さ (1980年代には10%

台）と，ナショナル・センターが中国あるいは

台湾の政治宣伝活動に重点を置いていたことを

反映して，労使団体交渉では常に弱い立場にあ

った ii i• 8) C 

こうした状況から，香港の労慟条件は一般向

け投資カイドにも，「労慟時間や残業規定はあ

いまいで，企業にはきわめて有利」と紹介され

るようになったげ9,。たとえば現在ても，地場

中小企業はもちろん外資系の大企業でも契約は

1カ月ごとの継続契約の形をとっており，いつ

でも容易に解雇できる態勢にある。したがって，

たとえ10年以上の長期勤務者であっても， 1カ

月契約の延長で処理されている (t110）。また地場

製造業の中小企業は労慟集約型の輸出用軽工業

品の受注生産を主力にしていたため，巾場の変

動にともなう実質打金のド方6吏直性が低い。こ

れに対して労働者はショプ・ホッピングを頻繁

に行うことで，労働条件のl：昇を図っている。

経済成長率が高くて失業率が低い場合には，法

律 l“U)規定かなくても優秀な人材の確保のため

に，介業は労働条件の改善を図らさるを得なく

なる。実際に香港の労慟者の回転率は高く， 20

~30歳代のホワイトカラーの平均勤続年数は 2

年，プルーカラーは 1年程度てある。

しかしショプ・ホッヒンクで労働条件の改善

を実現しうるのは， 30歳代前半まてU)健康な労

慟者に限られている。中高年やI領害者，己葉の

通しない移民などジョプ・ホッピングが困難な
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人々の労慟条件と福利瞑生は， とのように扱わ

れたのであろうか「'

2. 伝統的な相互扶助組織

1960年代まては主として，キリスト教系の慈

善団体と華人の伝統的な相互扶助組織か，華人

社会の福利厚生を支えていた。華人の相互扶助

組織の代表例としては同郷会や宗親会，およ

びそれらから派生した事業団体が挙げられる-

同郷会とは，異郷で生活する出身地を同じく

する人々が組織した相互扶助団体てある。そも

そもは都市部への出稼き者の引受け先として機

能しており (itll，し成立の契機は身寄りのない単

身の出稼ぎ者が都市で死亡したときに，遺体を

一時安確し故郷に送還したり，あるいは義塚と

呼ばれる共同紅地に埋葬することてあったしし

かし19枇紀未からの移民の増大とともに， lnJ郷

会の規模が拡大し，その機能も生活全般に関わ

るようになった。

同郷会の機能が多様化した背景0)-つは，現

地政府が牛活に対する保護を十分に保彫しない

ことである 第1項で触れたように，イギリス

の植民地である香港においては政府の責任範囲

がきわめて限定されていたため囀移民の第 1世

代は現地政府が対応しない社会サーヒスを同郷

会に求めた。その結果，法律相談，紛争処坪，

職業斡旋，教育・阪療機関の運営まてがlw]郷会

の活動範囲になった。

最も結束jJが強いといわれる福建同郷会 (1937

年設立）国12)の場合は， 現在ても生活全般に関

わる輻広い活動を維持しており，就職と［［居の

斡旋，低所得者への援助｀冠婚葬祭の費用補助

を行っている。就職(/)斡旋＂いも‘り初は 1iI」郷者

の経営する組立l：場への斡旋が多かったか，そ

の後は建設現場や小売業への紹介か増えた，｀，現

ぅ8

在では，中国大陸から出てきたはかりの青年は

レストランヘ斡旋することが多い。ただし1980

年代に大陸からの移民制限が強化されたため，

近年の斡旋実禎は年間10~12人程度に落ちてい

るとし;ぅ n

また交通事故や労災などが発生した場合，見

舞金の他に本人か希望すれは同郷会の弁護士か

賠償の法律相談に応しる。福建人移民の場合は，

広東語ぼ］4）を解さないことから，英語および広

束語て授業を行う香港の教育機関ては不利なた

め，幅建小学校および中学校を設吃して，北京

語で教育を行っている。同郷会の運営資金は会

員の寄付と会費':l•15) によって賄われているが，

実質的には福建省出身の財界人たちの寄付に依

存している。

福建I口]郷会は， Id]郷会のなかでは界例の結束

力を持っており，従来の同郷出身者の相互扶助

機能を維持しているという点で突出している。

しかし他の同郷会については， 1970年代を境に

磯能が変質を遂けたものか多い。福建同郷会0)

相li扶助機能に耐久↑生があったのは，彼らが香

港社会で少数派であったためと思われる-香港

華人社会においては，広束系が9割以上を占め

ており，その他の地方からの移民は，おおむね

広束系よりも遅く流入した―遅れてきた人々一

てあった。このため広東人に比べて，香港生ま

れの第2世代が少なし％

また福建人の居住地は，香港島の北角 (North

Point)に集中している C，この福建人街は，春秩

街という名のrti場の裏通りを中心に発達した

北角は福建人街か成在する前は，同し少数派の

上海人街として有名て，「小上海 J(Little Shang-

hai)と呼はれていたツしかし上而人は革命前ま

で国際都市である上海で活躍していたことから．
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海外に資産家の親族，友人などコネクションを

持っていたので，多数の上海人がアメリカや台

湾に再移住していった。また上海系の移民には

資本家や技術者の比率が高かったので，社会的

地位も相対的に高めとなった。ところか福建人

には，農村や中小都市の出身者が多く，上海人

に比べると大資本家や技術者の比率は低かった）

このため香港に到莉した新移民が頼るべき親族

や友人は，資本家や技術者ではなく一般労慟者

である可能性が高かった。

このように福建人にとって自らか香港社会の

少数派であり弱者であるという状況は，広東系

や上海系の移民に比べて長く続いた。このこと

が福建同郷会の相互扶助機能を現在まで持続さ

せたと考えられる (it16〉C

-Jj，広東系の同郷会は，‘月初は同郷出身者

の相互扶助団体として機能していた、へたとえば

順徳県（現在では順徳市）の同郷会は1947年の

設立時から同郷出身者に対して，就職の斡旋や

医療補助，奨学金の提供など生活に関連したサ

ーピスを提供していた。 1950年代には同郷会か

診療所を開設して，会員か非会員かを問わすに

医療サービスを行った。この時期の患者から徴

収した代金は，診療代と薬代を合わせて 1香港

ドルに制限している((})ちに値lげしたか最高時

でも 5香港ドル）。診療所の受付時間は1寸1単位

で， 1 ［1平均80~100人の利用者があった。こ

の他に会員から中請があった場合は、月に、サ度

開かれる役員会で検討して，必要と認められれ

ば治療費の還付を行っていた。さらに福建同郷

会と同様に，学校経営も活動範囲となっており、

現在も中学校4,小学校3，幼稚園3の合計l(）

の教育機関を運営している。これらの活動のi-

たる収入源は，役員会の と寄付である¥:117l 

が， この他に不動産収入もあるげ18）。しかし頓

徳同郷会のような広東系の同郷会は， 1970年代

を境に「同郷出身者の相互扶助」の機能を後退

させ「同郷出身の親睦会」に変化していく。こ

の過程については，第II節で後述する。

この他に，同郷会から派生した社会福祉を相

う団体か存在する。そのなかで最も有名なのは，

東華三院であろう C 1870年開設された東華三院

は，医療を軸とする社会事業団てある。そもそ

もの創設の契機は広束出身の同郷人が故郷で葬

られるように，逍体を送還したことにあるりU91C 

その後， 1931年には束華医院か広華医院と東華

東院を合併し，現在の東華二院の原型ができあ

かった。広東の華人を意味する「東華」「広華」

という名称からも，この団体が広束人の同郷意

識を根底に抱えていたことが明らかである。

しかし東華二院か事業の範囲を拡大するにつ

れ， 1口］郷性への依存は急速に消滅した。香港て

は同郷出身者による青1」の細分化と機能は，

東南アシアや北米の中国人居住地よりもはるか

に弱かったっ束華ても戦後にい毎人の企業家か

大会社の経営で台頭すると，毎年数人の上海人

か東華三院の理事職を占めるようになる。東華

こ院は同郷の枠にとらわれないことて，前述の

同郷会をはるかに凌ぐ規模と機能を持つように

なり，現在ては病院や養老院，北児所，学校，

博物館，葬儀社などを経営して，香港最大の社

会事業団体となった。

出身地を問わないとはいえ，東華三院の財政

上の担い手は巾実 1--，地元の華人資産家に限ら

れる。というのも東華二院の収人源は不動産の

竺貸料や料金収人，政府補助金，街頭募金なと

多様たか，最大のものは地元財界人の寄付だか

らてある。彼らか私財を投じて事業を支援する
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のは，必ずしも税金対策だけが目的ではない。

香港の個人所得税率は最高15%，法人税でも最

高16.5％と低率であるため，節税効果は限られ

ている。それよりも社会的名誉の獲得が寄付の

主たる動機といわれる直20)。東華三院の理事と

いう名普職は華人社会の成功者に与えられ，こ

れが香港上流階級のステータス・シンポルにな

ったからである。また東華三院の理市職は，イ

ギリス皇室から称号や勲章を受ける第』テでも

あるは21)0 

上記以外の伝統的な華人の相互扶助組織とし

ては，宗親会の存在が挙げられる。ボ親会とは，

漢族の伝統的親族団体である宗族を擬してつく

られた擬制的親族団体の一種である (it22)。そも

そも宗族は同一の父系祖先からの出自をたどる

集団のことであり，共通の祖先の祭りを執り行

うことがその主目的であったが，同時に相互扶

助などの多面的機能を果たす場合もあったlit23)c 

宗教組織は，中国の東南部で著しく発達し， と

くに福建と広東の農村では一つの京族がーカ所

に集まって居住する傾向が高いほ24）。このため

にたとえば村人がほとんど陳姓であるという現

象が起こり，単姓村あるいは同姓村と呼ばれる

ことがある。宗族は共有財産 (iとして耕地）

や祖先を祭る建物（祠堂）を媒介にして団結し

ている。

宋親会の源は，こうした各地の宗族か消朝時

代に広州など地域の中心都市において「合族

祠」を建設し，これを媒介にした宗族連合体を

組織したことに遡る。これは宗族の集まりでは

あるが，系譜関係は名目的か擬制的であった。

すなわち実際の血縁のない者同士が同姓である

広域的な連合組織をつくりだしたもので，官界

とのコネや経済的利権の保持に一定の機能を持
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っていたと推測される（注25)。

宗親会が本格的に成立したのは，中国人が大

賢に海外へ移住した19世紀末である。この時期

の宗親会は，異郷で頼るべき親族を持たない人

々が，血緑関係の有無を開わずに同姓であるこ

とを拠り所にしてつくった相互扶助団体であっ

た。宗親会の相互扶助サービスは，基本的に同

郷会と同じである。すなわち法律相談，紛争処

理，職業斡旋，教育・医療機関の運営などを行

っていた。宗親会の場合は，これに祖先の祭祀

活動が加わる。

疑似血縁関係に基づく宗親会とは対照的に，

居住地域による華人組織として相互扶助を行っ

たのは「街坊」である。街坊の前身は，中国大

陸の村落における保甲制度，あるいは団防局

（香港政庁の総督の任命する15名の華人リーダー

組織。自警団を管轄）やH本軍政下で組織された

地区事務所（町内会になぞらえることができる）

の影響があるといわれるが，都市の住民組織で

あった（注26)。戦後に街坊は， 1949年に社会福利

署のコミュニティ開発部の指導の下に街坊福利

会に再編された。最初に成立したのは，深水渉

街坊福利会であった。 1951年にはその数は18に

すぎなかったか，人口とともに増大して67年に

は54にまで増えた。当初は中国大陸からの難民

の受人組織として設立されたが，徐々に貧困層

へJ)救護対策から幼稚園や診療所，学校，コミ

ュニティ・センターの開設と運営，廟宇の管理，

住民登録などの地域住民への社会サービスヘと

活動範囲を拡大させた。時には治安維持，街灯

の管理，市場や行商人の取り締まり，交通安全

対策などにまで責任を持ち，外来政権である香

港政庁が直接介入しにくい地域行政を代行し

だ，これらのサービスは非営利ベースで提供さ
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れた。街坊福利会は執行委員会と監森委員会か

ら成り立ち，地域住民のなかから財政的・時制

的に余裕のある人物が担当する。街坊福利会の

財源は同郷会や宗親会と同様，会費と寄付であ

る。

これらの華人組織と並んで直要な役割を果た

したのは，キリスト教系の慈善団体であった。

かれらの活動がH覚ましかったのは， 1950年代

に中国大陸より70万人近い難民が流人した時で

ある。キリスト教系の慈善団体は国際機関の援

助を得て難民救済活動として無料の食事サービ

スや生活物賓の配給を行い，身寄りのない移民

の定住を支えた。現在においても，明愛中心

（カリタス・ハウス）をはじめとするキリスト教

系の団体は，ベトナム難民へのホランティア活

動や不良青少年の更生，職業訓練所の設置など，

社会の底辺と目される階層を対象に，多様な社

会福祉活動を行っている。

以上のように1950年代から60年代中期にかけ

て，政庁の香港の連営原則は 1不介人キ．義」て

あり，韓国や台湾のような，政府が産業政策を

立案する体制とは無縁であった。こうした市場

競争原理を最大限に活かし，行政の貞任範囲を

最低限に抑えるというやり方が可能だったのは，

まず香港が政治的には植民地であるために，

「域内産業を守る」という圧力が域内に希薄た

ったためであろう。とくに製造業には大企業が

存在せず，しかも英系ではなく華人系企業が大

半を占めていたボ実が，政庁の保護を遠さけ

た(it2りまた自由貿易港として出発したことも囀

政庁に産業政策の必要性を認めさせなかった背

となっている。

労慟環境についての保護規制の不在は，こう

した政庁の不介人主義の一環として認知されて

きた2 中国大陸から逃れてきた第1世代の移民

は，政府への不満を表明することのリスクを大

陸で経験していた。また華人が政庁を非難すれ

ば，左派の活動家のレッテルがつきまとった。

しかも外来政権である香港政庁は当時，民意を

吸収する体制を持たなかった。選挙制度が導人

されたのは1980年代からであるし，香港全域を

対象にする立法評議会の直接選挙は， 91年にな

って初めて実現した。この時代には英語を駆使

して官僚になるか，あるいは財界で成功して地

域エリートとして認められない限り，華人が政

庁に影響力を及ぼす可能性はなかった。したが

って骨→般労働者の福利厚生は，制度的に取り扱

われる可能性が最も低い事項であった。わずか

に住人の福利厚生一般を支えていたのは，上述

した民間の地縁・血縁組織と宗教団体の相互扶

助と慈善活動であった。

（注 l) 戦前の香港政庁の見解を表した公文書である

1939年の『バターズ報告』 (H.R. Butters, "Report on 

Labour and Lahour Conditions in Hong Kong," in 

Hong Kong Legislative Council Sessional Paper No. 

3 of 1939〔HongKong: Government Printer, 1939〕）

は． 1最も重要視されるべきも U)は個々 の雇用契約であ

って，労慟者の保護を指向した保護立法は契約の自由に

対する立法的侵害」であると述べている。伍「香港の労

慟法と・・・・・'」 3ヘーシ。

（注2) 例外として，外国籍の家事労働者については，

香港労働署が最低賃金を別途に定めている。しかしイン

ド・スリランカ人の女性家事労慟者の実態調査によれは，

最低貨金以下の哭約が75％を超えた。中生勝美「香港の

フィリピンメイド」（『移民研究レポートー一共同研究

移動と共生一一4第3巻 宮城学院女子大学キリスト教

文化研究所 1994年)58～即ヘージ。香港政月は．外国

人メイトについてのみ最低賃金を設定したのは．外国の

安い労慟力によって行港の労働者の賃金が7,Jiに引さす

られることを防くためであるとしている。すなわち．将

6I 
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港人の労働条件を保護することがその理由なのてある。

しかし新聞報道によれは，貨金問題を担当する教育・人

的資源長宜は1994年5月19日付リ）且じ事にお＼べ・,外国）、

労働者の最低賃金である月額3500香港トルをF回る賃金

で働いている労／動者の存在を「少数」としなからも認，め

た。 1993年第3四半期の一般家計調査によれは， 16万

8000人が月額3500香港トル未満の賃金しか得ておらす，

そのうちの12万9000人か外国人メイドであったの ふuth

China Morning l'ost（以下． SCMI'と略す）， 19May 

1994 

（注3) 最低賃金制度の導入は， 立法評議会て議論U)

対象となったが， t)またに実現はしてし心なt',,1990年代

に入ってからも，教ft・人的資源長官は，立法評議会議

HO)質問に対して 最低賃金制度の導人は香港り巾場経

済に望ましくない硬直性を持ち込むことになるのて彎実

施は考えていない＿「政庁の恣意的な介人よりも香港J)

労働市場の需要と供給U)｝j0)）Jかはるかに効乎；的に貨金

水準を導くことになる」と答え，香港政庁の方針に変化

かないことを明らかにした，9 ］香港 最低賃金設定は見

送り」（『海外％慟時報．］第219サ 1994年8月） 25ペー

シ（原典は，＇ゞ CMF'.19 May 1994)。

（注4) 1993年3月，香港政Ifは使用者に労働組合と

0)団体交渉を義務づける法律の導人を否定した 担当0)

教育・人的資源長官の発出こよれは， lll的な諷停と

労使協議機構0)設阻が紛争解決のための打効なf段てあ

るということは，これまてに卜分に実，址されてきた＾団

体交渉の義務化については，改革か間違し心く＇、相態の改

善に繋かると確伍できるまて； きわめで慎卯こ検討すへ

きである。団体交渉か打効に機能するのは囀少数の企業

が多数0)労働行を屈用して， しかも労像者の大多数か労

働組合によって代表されている場合だか，香港にそJ)よ

うな牒境は存在しない，， 90%以l:0)企業と事業所か従業

員数20人未満0)小さな規模てあり，労働条件についてと

の労働者も直接的・個人的に使用者と交渉できる，しか

も香港では組合加人ン礼が21％と低いのて．労働者団体の

，認知や糾合に代表されていない労働者へu)協約の適用批

張なとに問題かある」というのかすIl否の理由てあったC•

S'CMJ~ 4 February 1993. 

(ii: 5） 行港政庁は1965年に・社会福祉I`上」は:(Azms 

and Policy 1)j-Social Welfare in !Jong Kong. A 

White Paper [ I long Kong: Government ~'rinter. 

1965])を発表し， tl]めて社会福祉についての総合的な

,；I両を打ち出した， しかしこO);!I・画は f民間団体か香港

62 

政庁の社会福祉署と協力すること」を前提条件としてい

たc つまり香港政庁が従来のキリスト教系の慈善団体や

華人())相互扶助組織に代わって社会福祉サービスを提供

するのてはなく．それらの団体・組織を支援することで

間接的にサービス向上に努めることが謳われたのであるr

John F. Jones, "The Social Services at a Glance," 

in Th£ Common li'€!Jare: Hong Kong's Social 

S,汀 ices,ed. John F. Jones (Hong Kong: The Chi-

nese じniversityPress, 1981), pp. xii-xiii/Peter 

Hodge.''The Politics of Welfare." in The Common 

VVeljarc..., ed. Jones, pp. 1-20, 

（注6) Hodge, ・'The Politics of Welfare," p. 10. 

社会サーヒス長官は1り73年末に新設された 1社会服務

司ー (Secretaryof Social Service)のことである C 「司

は官僚組織0)トップにあたり，各国jーはそれぞれ所轄

J) r宵 (Departments)を統括し，新たな施策())検討を

行う，その後， 1982年と89年：こ改組か行われ．現在ては

社会福祉署 (SocialWelfare Department) は衛生•福

利司（衛生•福祉長官） （Secretary for Health and 

Welfare) 0)下に，労働署 (LabourDepartment)は教

育・人力統濡t'i]（教育・人的資源長官） （Secretary for 

Education and ¥lanpower) 0)下に涸かれてし1る。後

述する年金行政も現在，教育・人的貨源長官の管轄卜に

ある，なお！ ril」と 署」 0)関係については， Korman

¥liners, Th（ノ Governmentand Politics of Hung Kong. 

:ith ed. (Hong Kong: Oxford University Press, 

1991), pp. 85 fl{). 

（注7) :-.;g Sek-hong,''Labour,''in Hong Kun片 in

Tra11sitio11. ed. Joseph Y. S. Cheng (Hong Kong: 

Oxford University Press, 1986). pp. 286-287. 

（注8) England, industrial Rdatum．ヽ．•．， pp. 1-~. 

労働紛争の典刑的な発牛0)パターンは，労働組合の抗議

てはなく彎まず社員の関係する部局に告発の手紙が届く 3

大きな問題てあれは嶋本社への而訴や政府労働署への高

えJ)手紙に変わる 3 イングラントは．中国の伝統的な価

値観か華人企業U)労使協調を容易にしたと指摘している，．

は 9) 海外生活1胄報組 ‘A香港』海外牛活情報シリ

ズ2 田畑書店 1989年泣2ペーシ．，

（北10) 濯者0.）聞き取り調究，松本艮f氏(I)irector,

Staff ¥lanagement Consultancy Ltd.), 1994年1]月1

11, ff港0)SML9社オフィスにてc、

直］I) たとえは戦前には， fil界のあった上海に数多

くの同郷会か瓦＇ 1：されに根岸fiti『t海0)ギルドJ [l本
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評論社 1951年。

（注12) 以下，福建同郷会の活動についてd)叫述は呵

筆者の聞き取り調介（福建同郷会：；元秘甚， l田4年10月27

日，福建同郷会事務所にて）による3

（注13) 香港てはH本と異なり，学校力峨職斡旋をす

ることはないe プルーカラーの場合，卒業後に親族か経

営している企業に就職するか，あるいは親族や友人の紹

介で就職するのが'•般的であったc，政府の職業安定所に

相談することもできるか，福建省からの新移民は日語的

障壁があるので，同郷会が斡旋することが多いという。

（注14) 90％以上の香港人か広束語を母語にしている、9

1974年には英語と並んで，中国語か公用語rJ)地位を確立

したが，口語を指す場合の「中国語 は「広東語-てあ

った99

（注15) 年会費は1994年現在て12香港トル (1香港ト

ル＝11日 [94年10月入しかも会員は3000人たから，合

計約3Jj6000香港ドルにすぎない。ちなみに同郷会のサ

ビスは，福建省出身者の非会Uにも提供される，会員

と非会員の待遇を峻別しない緩やかなサーヒス対象範囲

は，多くの同郷会にも共通してみられるc

（注16) しかしあよりにも特定地方の出身者か少数て

あれば，同郷会自身の規模も財源も小さすきて相互扶助

機能を発揮し得ない。たとえば安徽省出身のC氏は，杏

港に出稼ぎに来ていた父親を頼って，母親と｛皮0)2人た

けで吊命後に渡航してきたか囀父親は香港に別の家庭を

榮いてしまっていたので，母f家庭となったc こJ)とき

彼らの生活を支えたのは慈善団体であって、安徽同郷会

は社交場としてしか機能しなかったという（買者の聞き

取り調在 1994年1(）月19LJ)。

ほ17) 般会員については人会金のみ9, 1993年：j:l 

人当たり100香港1、ルであったか疇 94年には改）（）香港トル

に値l・^げした， 一般会員数は約500()）、

（注18) 以い順徳聯誼総会についてのJD玉は，噴名

の聞き取り調脊（順徳聯誼総会事務局長・陳徳栄氏，

1991年10月3lll，順徳聯誼総会事務所にて）による。

（注19) 光緒年間 (]875~1908斗） ：こは広束各地に

稽堂」と呼はれる社会事業団体か成立したか，束羊杯

院もそうした汽堂U)つであった, iiJ児弘l1Jlr香港リ）束

崩こ院」（『火焙樹』 アシア経済研究所］第8り 1973 

年7/1)4~5 ペーシ(9

(il•:20) ＼Vong Siulun, IimlばnnII It`11tr¢pr( '919'11}•9. • 

SfKmf.{hai Jruiustriatz:,ts in Hong Kmzi; (Hong Kong. 

Oxford University Press, 1988), p. UO. 

(l主21) 叩児弘明はこのメカニズムをとらえて「有産

階級への不満を緩和させ，ひいては植民地体制を援護す

ることにつなかる」として］且式の緩衝装澁的な役割を

果たす」ものと位置つけて¥'る。たたし同時に「慈善事

業に冷淡な人間は，しと）までたっても成り上がり者とみ

なされるーことを紹介い香港華人社会において束華二

院か与える名営の重要性も指摘した 可児「香港の束華

こ院J 5ベージふ

（注22) 瀬川昌久百都市民（2) 香港都市社会 」

（米山俊直・谷泰編し・文化人類学を学ぷ人のために；第

5 版世界思想社 1993年 (1991 年初版］ 142~143ベー

シふ

（注23) 瀬ill「都市民(2)..，．，．"),14ベーシ」

（注24) :'Ylaurice Freedman, Chin国 Llneag£,and 

Societ_v: Fukien and K1m>1gtung (London: Athlone 

Press of the l:ni vers1ty of London, 197 4), p. 39 

ほ25) Freedman, Chin国 l、 in€ilg{,.. ．， p, 37. 

（注26) 吉原直樹＇街坊ーー香港における地域住民組

織の一併在形態 1 国］児弘明組 r香港およひ香港問

題の研究」東方書店 1991年） 79~80ペーシ，9

はE27) たたしインフラ関連：こついては，政府の規制

が存在するこれふインフラ部門かイキリス系財閥の

巽占状態にあったことと無関係ではないr

II 労働者の福利厚生に関する

環境変化

1. 民間福祉団体の変容

1960年代末になると，前述の民間団体は，そ

れそれ変質を辿られるようになった。ます同郷

会の場合には，戦前から続いた生活面ての相互

扶助機能が後退していった。この背景としては，

1950年の人境管制条例によって，それまで白由

てあった中国人の人境か制限されるようになり，

新規の移民の受けlillとしての役割が低ドしたこ

と， 50年代初めの移民流人のヒーク時に香港に

移住した人口か60年代には定住を果たしていっ

たこと、が挙げられる。異郷における新来者り拠

り所としてのlciJ郷会ふ中国大陸との往来をた
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たれることで存在意義を失っていったのである。

また香港が高度経済成長を遂け，労慟力不足

が続いたことから，ジョブ・ホッピングによる

労慟条件の改善が普遍化し．職業斡旋や紛争解

決を目的に同郷会を頼る人間は減少した。 1960

年代までは新しい移民の求職活動が同郷のネッ

トワークを通じて行われたため，特定の職種や

企業群が特定地域の出身者によって占められる

という戦前からの現象が残っていた。しかし次

第に出身地と職場の関係は希薄になり，潮州系

と台山系の女エが同じ生産ラインにつくことか

普通になった。

もう一つ留意すべきは， 1965年には香港生ま

れの第2世代の人口が第1世代を上回ったこと

であろう。香港の同郷会の事例を見ると，広東

系の場合には第2枇代は祖先の出身地への帰属

感である「籍貫」の意識はいが格段に希薄にな

っている。福建同郷会ですら．第2世代以降は

広束語を習得し，香港文化のなかで育つことか

ら，同郷会離れが深刻であることが問題になっ

たとし)ぅ lit2)。

これに対して同郷会のとった代表的な対応は．

(1詞郷の枠を維持して第1世代の懇視会に徹す

る、 (2詞郷の枠を脱した福祉団体として再生す

る． というものであった。前述した順徳同郷会

の場合は．後者の道を選んだ。彼らは既存の福

利厚生施設を基礎にして．「同郷会ーを「香港

社会全体に対する慈善活動を行う福祉団体」へ

と機能転換し，組織の活動を維持していく。

こうして1976年に順徳同郷会は名称を順徳聯

誼総会に改名し，香港政府の認定を受けた社会

福祉団体に変身した。これにともない福利厚生

サービスの対象も同郷出身者中心から，香港社

会全体へと拡大した。現在も順徳聯誠総会は政
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庁社会福祉署の肝いりで，敬老記念と称して毎

年250~300香港ドルの見舞金を香港在住の高齢

者に贈与したり，青少年向け課外活動の支援

（ボールペン習字大会など500余りのイベントを主

催）を行っている。

一方，宗教団体の慈善活動も，同時期に曲か

り角を迎えていた。キリスト教系の宗教団体の

場合， 1960年代に入ると，それまでの主要な財

源であった海外からの義捐金や援助が縮小して

いった。 1950年代には香港に押し寄せた難民を

救済するため，世界中から香港に寄付金が寄せ

られたが， 50年代末からの高度経済成長によっ

て，こうした援助の優先順位は他の途上国へと

移っていったからである。とりわけベトナム戦

争の勃発は，アジア地域における救援の重点を

インドシナ半島へと転換させた。

このようなポ態を打開するため，キリスト教

会は主な財源を香港現地に求めるようになり，

その一環として香港政庁との結びつきを強めて

いった。具体的に数字を挙げると，カトリック

系のカリタス教会は1962年まではすべての経費

を海外からの援助を含む独自の財源で賄ってい

たが， 63年からは政庁の補助金を受領するよう

になり， 95年現在では経費の61％を政庁の補助

金に依存している直3)。次節で述べるように，

1960年代中期から香港政庁は，社会サービスの

強化を図っていた。これに応じる形で民間組織

0)福祉団体は，政庁の補助金への依存度を高め

ていったのである（注 4)0

1970年代を通じて，政庁0)関与は増大してい

た。政庁か教育・医療•福祉など社会サービス

関連で交付した補助金は， 1970/71年度は 3億

6000万香港ドルだったのに対して， 79/80年度

は19億5000万香港ドルに増大した。うち1970
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71年度の社会福祉関連の補助金は1240ガ香港ド

ルにすぎなかったが， 79/80年度経常支出では

1億990Ji香港ドルヘと名目で9倍弱に膨張し

た旧5)。

また1971年4月からは．政庁は公的扶助計画

(Public Assistance Scheme)を発表し．生活保護

のため低所得者と閥齢者を対象に，政庁が現金

給付を行うことを定めたい16）。この政庁の公的

補助の支払いは． 1971/72年度の1200万香港ド

ルから79/80年度の1億9330万香港ドルヘと70年

代を通じて急増した。

2. 政庁の社会サービス強化と労働環境の整

備

なぜこの時期にレッセ・フェールを標榜する

香港政庁が，社会サービスを強化して福祉団体

への関与を強めることになったのであろうか。

その直接の契機となったのは． 1966年の九龍暴

動と67年の香港暴動であった。前者はスターフ

ェリーの運賃値上げに端を発したストライキ，

後者は中国大陸における文化大革命の余波とし

て取り扱われることか多い。しかし後者も実態

は単なる愛国運動ではなく，労働組合の要求か

らも窺えるように，生活l{1ll:0)ための労働条件

の改善が狙いであった。香港では稀にみるゼネ

ストが14日間にわたって継続し，結果としては

短期間で鎮圧されたが， 3400人以上の逮捕者と

500人に近い負傷者を出し，従来の統治方式が

限界であることを知らしめた旧 7)0

2件の暴動発生を起点として，香港政庁は次

0)ような方針転換を行った。第 1の対策は， iij

節で述べた政庁七導の社会サービスを強化して，

市民の不満を解消することであった。特に，消般

市民の生活に大きな意味を持つ福祉，医療，教

育に重点が慣かれた。前述した福祉の他にも，

初等教育の分野では， 1971年に初めて小学校6

年間の学費免除が実施され (79年には小学校教

育が義務教育に移行）， 78年には小中学校9年間

が学費免除の対象となっている (it8)0

第2の対策は，住民の要求が暴力的な形で哨

出する前に，彼らの意見を聴取する経路を設個

することであった。まず政府の中枢にある行

政評議会（内閣に相当）と立法評議会（国会に柑

当） 1，i9て， 労働界の意見をくみ取る努力がな

された。両評議会は，官僚と総督か指名する民

間人の議員から構成されていたが，それまで総

督は民間議員として財界の有力者を指名するこ

とが多かった。このため両評議会はしばしば洋

なる官僚と有力財界人の協議の場と見なされて

きたi;1]（い。事実． 1970年時点における立法評議

会(J)民間人議員枠13名の構成は，企業家7名，

弁設l:2名（企業役員を兼務），銀行家 1名，建

築家 1名，教育者2名であり，労働界の代表は

皆無であった。

1970年代中期には，こうした議員の代表階層

J)偏打を足正する試みが始まった,,,その結果，

]977年の時点には立法評議会の民間人議員枠が

22名に拡大し，その構成も企業家l(）名，級行家

2名，法律家4名，医者 l名，教育者およびソ

ーシャル・ワーカーが計3名，労働組合幹部と

労慟者が2名というものになった旧11)0

さらに立法評議会の議員には職務手当がつか

ないため，金銭的余裕のある階層しか議員にな

れないとしヽう批判があった。これに応えるため，

1976年からは議員 1人につき[l々 400(）香港ドル

か議具手‘りとして支給されることになったは12)0 

英語能力もまた，労働界の議会参加を困難にし

ていた要素であったが，これも1972年より総督

の議員指名の必要条件からはずれたは13)0 
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民意聴取の制度化は，両評議会以外の場所て

も推進された。個別の懸案事項を関係者に協議

させて，その意見を参考にするという諮問委員

会方式が取られるようになったのである。 1970

年代に人ると現在ある産業，労働，福祉などの

諮問委員会が次々に誕生した。労働諮問委員会

は当初，労働界側代表4名と雇用者4名および議

長を務める労働署長(Commissionerfor Labour) 

1名の構成でスタートしているばli)ウ

こうした変化に呼応して， 1960年代後半から

70年代にかけて，法的整備による労働環境の改

善が進んだ。 1967年の暴動直後より，政庁は労

働署の規模を倍増して，労働行政の改革に取り

組んだ。翌1968年にはイギリスより 2名の労働

問題の専門家が招聘され，同年に「厘用条例」

(Employment Ordinance)が可決されにこの条

例は，契約の継続と解泊，賃金支払いにおいて，

労働者の権利を保護するものであった。これを

皮切りに．その後10年間に1430)労働案件が法

制化された。 1970年代後半も．この傾向は持続

した。 1976年10月6日，マクルホーズ (Murray

MacLehose)総督が政府の目標として，日本以

外のアジア諸国に匹敵しうる労慟保護の法制化

を5年間で達成することを掲げたのてあるほ15)

この間に「雇用条例」自身にも，複数の補則

が加えられていった。たとえば1970年には女性

の産休が無給で認められるようになり， 81年に

は有給となったml6）。これにより出産前4週削

と出産後6週間が産休扱いになり，月給の 3分

の2に相当する手uiを受けられるようになっ

たい11710 1974年には人員整理の解厨｛手当が設け

られ，賃金の12カ月分を最高限度として賃金月

額の 3分の 2相当を支払うよう義務づけた。

1976年には 7日間に 1l:lの休日の規定と．女性
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と18歳未満の労働者に対する労慟時間制限か設

けられた。また1978年1月1日からは年間7日

の有給休暇の規定が導入された。

児童労働に関しては，すでに1936年から最低

雁用年齢は14歳と定められていたが．これはす

べての産業を対象にしたものではなかった。し

かし香港暴動の2年後， 1969年8月に労働署は

1708件の工場を強制調査し，その 4分の 1が14

歳未満の児章を雁用していたことを明らかにし

た。労働署はこの調査に基づいて， 400人以上

の企業家を1387人の児童労働について告訴した

のである（汁1凡こうした労働署のキャンペーン

は， 1979年に全業種を対象とする「児童雇用規

定」 (Employmentof Children Regulations)の施

行に結びついた。 1980年に15歳までの義務教育

か定められたことも．児童労慟の減少に効果的

であった。

1978年には労働災害の補償に関する既存の条

例の見直しが進められ， 80年に新たに「労働補

償条例」 (Employees'CompensationOrdinance) 

が施行されることになった。労使紛争に関して

は， 1973年に労使間の仲裁調停を行う「労働裁

判所条例」 (LabourTribunal Ordinance)か， 75

年には「労使関係条例」 (LabourRelation Ord1-

nance)が成立している。

このように労働環境の整備に関しては，この

時期に政庁は少なからぬ役割を果たしたc また

在職中の労働者だけでなく，事故や定年退職で

職を失った者に対しても，機能の変化した民間

の相互扶助団体や宗教団体に代わって，政庁が

福祉の増強と社会サービスの拡張に努めた。

1960年代後半から80年代前半にかけて，香港政

庁の政策はそれ以前のレッセ・フェールとは一

線を画すようになったとし吠えるし、
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もっとも以上の試みは，上からの改革という

側面があり，植民地体制内の漸進的な改革とい

う意味で限界もあった。労働諮問委員会の協議

に関しては，まず政庁内で集中協議したあと，

関係する業界団体に法案が回覧されるのである

が，その対象になるのは，香港工業総会 (Fed-

eration of Hong Kong Industries)や香港総商会

(Hong Kong General Chamber of Commerce), 

香港中華総廠商連合会 (ChineseManufacturers' 

Association)，香港雇用者連盟 (Employers'Fed・

eration of Hong Kong)など雇用者の団体であっ

た。労働組合は，個別組合であれ，また多数の

労働組合を傘下に抱える左派の香港労慟組合連

合会 (Federationof Hong Kong Trade Unions), 

右派の労働組合評議会(TradeじnionCouncil)で

あれ，法案回覧の対象にはならなかった。その

理由として政府は，左派組合は労働諮問委員会

ヘ代表を選出せずht19)，非協力的であるため，

としてきた。また右派については，左派の参加

がない以上，右派のみに回覧するのは公平でな

ぃ， という理由が挙げられた。

さらに労働諮問委員会は労働者の意見を反映

することはできても，労働者側主導の解決を遵

くことは困難であった。労慟諮問委員会は，官

僚エリートが温情主義的な配慮によって，経営

者や専門家に対し労働者についての情報や意見

を聞かせる場という枠組みを離れることはなか

った。その結果，周辺的な労働保護規定が法制

化されても，成人男子の労働時間や最低賃金の

設定，または労働組合の団体交渉権など，雇用

者の反対が大きい法案は制定されなかった。ま

た法律上の労働環境が改善されても，個別の企

業での執行を徹底するのは困難であった。とり

わけ中小・零細企業には労働法違反が数多く見

られた。

しかも1975年の労使関係条例の枠組みでは，

政庁の労働署労使関係部の調停官が労使双方を

招集する形で調停会議を開くことができるが，

双方の紛争当事者の出席は任意になっている。

また慣行的に調停官は紛争について和解条件を

提案・強制することはない。このため調停官の

介入は會効果がないとの批判を浴びた。調停官

や斡旋官の介入権限の強化が検討されるには，

1993年 1月のキャセイ航空のストを待たねばな

らなかった(it20)0 

さらにいえば行政評議会と立法評議会の財界

偏重も， 1970年代から80年代にかけて解消され

たわけではなかった。 1982年の行政評議会では，

9名の民間人議員のうち 7名か複数の企業の役

員を兼ねていた。また立法評議会では，労働界

出身の議員が出現したとはいえ， 27名の民間人

議員のうち19名が企業の役員クラスの職位にあ

った。香港における政策の最高協議機関が「官

僚と（財界 ←ヽー引用者）有力者の協議の場」であ

ることに変わりなかった□21),;

福祉予算の増大についても，レッセ・フェー

ルの柱である「小さな政府4 を揺るがすもので

はなかった。 1970年代の福祉予算の伸張は，税

収の急増（注22)によって初めて可能になった。こ

の時期，政庁の歳入は1971/72年度の35億4000

万香港ドルから79/80年度の167億9600万香港ド

ルヘと 5倍近く増加していた。一方政庁の財政

｛こ占める社会福祉関連の比率は漸増にとどまっ

に 197(）71年度の社会福祉関連の支出は歳出

全体の（）．5％にすぎなかった。そして1979/80年

度には金額は 9倍に達したものの，歳出に占め

る比率は 0.8%であったほ23)。この間，財政赤

字が発生したのは1974/75年度だけであったか
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ら，財政収人に見合うだけの支出という面では，

従来のレッセ・フェール路線を踏襲したのであ

る。

この時期，政庁の社会サービスの増強は，社

会秩序の維持が主目的であったから，その用点

は困窮者の牛活保護に置かれていた C --•JI, 全

労働者を対象とする国民年金や健康保険といっ

た社会保険は，いっさい顧みられなかっfこ他

の先進国のポ例を見れば，社会保険が長期的な

財政赤字の要因となり，香港の 小さな政府」

の原則と相容れないことが明らかだったからで

ある。

（注 l) 瀬Ill糾久は同郷意識を支える嬰素として，方

言や風俗習慣に表れる地方文化の差と，漢族独特の「故

郷意識である「籍且「祖藉」を学けて，自分が一度

も行ったことのないL地でも祖先が住んでいたというだ
けで帰属感を持つと主張し，同郷会が消滅することはな

いと結論つけた。瀬川「都市民(2)…...」 143ペーシし

（注2) 前出，筆者の聞き取り調杏（福建同郷会玩秘

害， 1994仔10月27日，福建同郷会事務所にて）。

（注3) 香港カリタスの会長ラーダ帥(Rev.F. Lerda) 

からの筆杯l)聞き取り (1995り11月13il)（a

（注4) ただし前出の順徳詞郷会は，財政的に余裕の

ある大規模な組織だったため，香港政庁から補助金は受

け取らず，逆に社会伽祉署の推窟で養老院や医療施設に

寄付をする役割を担っている。彼らは設立時より香港島

の中心街に不動産を購人していたため，この不動産から

得る長期的な収人が保障されていた。

（注5) Census and Statistics DPpartment. Hong 

Kong Annual Digest 1)fStatistics 1981 (Hong Kong: 

Government Printer, 1981) p. 99. 

（注6) 1973年にはその対象か障害者へと広けられた

ただし実際には現金補助は高齢者や障害者に無条件で与

えられるのではなく，政庁の家計調究を経る必要かあっ

た。

(il・:7) 中島嶺雄『香港ー移り行く都市国家一』

時事通信社 1985年 168~17(）ページ。

（注8) 辻伸久「香港の言語問題」（可児編『香港お

よび・・・・•・』)160ペーシ、9

68 

（注9) ただし両者ともあくまで総督の諮問機関であ

る。たとえば法的には，女王は国務長官の助言を受けて．

香港V)立法評議会がuJ決した条例を覆す権限を持つ（た

たし．この権限が最後に発動されたのは1913年であり，

今後とも実行されることはないと見られる） （Miners, 

The Government and..響、 p.63)。また，イギリス議

会は女Eの勅令をもって香港の法律を制定することがて‘

きる（姫田光義「政治と財政」しu]児弘明編『もっと知り

たい香造弘文堂 1984年〕 62ページ）。

（注10) Benjamin K. P. Leung, "Power and Poli-

tics: A Critical Analysis," in Social Issues in Hong 

Kong, ed. Benjamin K. P. Leung (Hong Kong: 

Oxford University Press, 1990), p. 22 

（注］1) England, Ind耶 trialRelatio瓜．..,pp. 12-

1 3. 

（注12) Ibid., p. 13. 

1注13) Ibid. 

（注14) 1977年には双方とも代表者を6名に拡大した。

Ibid., p、10

（注15) この時期の労働関連条例の改正についてふ

イギリス本国の労慟組合ロビーから近隣諸国並みの労働

環境を整備するよう香港政庁に圧力がかかったことも影

響している。 NgSek-hong, Labour and Employ-

ment, in From Colony to SAR: Hon且Kong'sChai-

lenge A如ad,ed. Joseph Y. S. Cheng and Sonny S. 

H. Lo (Hong Kong: Chinese University Press, 

1 !-)95), p, 206. 

（注16) England, Industrial Rel.a/ions.,., pp, 

175-176. 

（注17) 古橋一嘉『海外職業訓練ハンドプック：香

港己海外職業訓練協会 1992年 86~87ヘージC

（注18) England, Ind硲 trialRelatzo加．．,,p. 178. 

（注19) 1982年から香港労働組合連合会は，労働諮問

委員会への代表選出を行うようになった.. , Ibid., p. 17. 

（注20) 伍錫康「97年返還を前に労働法制の改革進

むj (『海外労慟時報」、第214号 1994年3月） 27ページ。

1993年11月，キャセイ航空のスチュアーデス・ストをき

っかけに，政庁は紛争解決制度の合理化と改善について．

大幅な改正を提案した。主な内容は(I労i四分争に介入で
きる独立の斡旋官の任命．（2）スト解厘でも退職F片や補
伯額を受理てきること（ただし 7日間以じの事前通告が

必要）。（3組合差別に対する保護の強化（ただし労働行

政はイギリス(/)「不廿解雇」の原則に且づく保護の枠組
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みを蒋人する意志はないと明言），であった。これに対

して労働団体は冷ややかな反応を見せた。事前通告はス

トを背景にした交渉効果を削減するからであり，さらに

(2)の提案を認めれば、スト解雇による退職金の受領によ

って，復職の権利を自ら放襄したことになるからである

（伍「97年返還…•••j 26~27ペーシ） 2 キャセイのスト

が長引いた理由の一つは，経営側か紛争解決条件のなか

に，スト参加者の制裁を確認する条項を盛り込むよう強

く要求したことである（伍錫康「民間部門で大規模争議が

発生」〔『海外労働時報』第217号 1994年3月l21ペー

ジ）。

（注21) Leung, "Power and Politics...," p. 22. 

（注22) Joe C. fl_ Leung, "Problems and Chan-

ges in Community Politics," inふcuilIssi紀s...,

ed, Leung, p, 47. 

（注23) Census and Statistics Department, Hong 

Kong Ann叫几炉1(),f Statistics,各年版

III 香港政庁の年金制度の提起

ところが1980年代後半を転換点として，政庁

は社会保険導人の検討を始めるようになった。

さらに1990年代に人ると，全退職者に対する

年金法案が議会に提出され直 l)，ついに95年7

月27日，立法評議会において「強制年金条例」

(Mandatory Provident Fund Scheme Ordinance) 

Iit2)が可決された。これが実施されれば，香港

の全被雇用者が政庁によって何らかの年金への

加入を義務づけられることになる。なぜ1980年

代から90年代にかけて，このような変化が起こ

ったのであろうか。以凡その経緯と要因を考

察しよう。

1. 社会保険の提起と政庁の反応 (1966~

85年）

香港における退職者向けの社会保険の構想は，

1980年代前半までに再三．議論の対象になってい

た。すでに1966年にロンドン大学のウィリアム

ズ(LadyGertrude Williams)は，政庁の委託を

受けて行った調査報告書（注3)で．厚生年金につ

いて言及している。ウィリアムズは報告書のな

かで．工業化の進展による核家族化と高齢化の

加速によって，従来の家族が中心になる弱者救

済が後退しつつあることを指摘し，これに代わ

る将来的な構想として労使双方から拠出する年

金基金の設置を提案した（注4)。また翌1967年に

は社会保障に関わる複数の署が，公的年金の実

現は困難としながらも，民間の年金基金設置を

焚励する報告書を発表した ':it~i0 

これらの報告に対して政庁は，困窮者への生

活保護の導人と民間福祉団体への補助金給付で

応え⑪6)，退職者向けの年金基金の導入につい

ては消極的な姿勢を崩さなかった。たとえば前

述の1967年の報告書が立法評議会で議題に上っ

た際．行政長官(itいは財政面から報告書の勧告

に従うのは不可能との意見を表明し，そのため

報告白の提言は棚上げとなった口ぶ。また1973

年発表の社会福祉署の白書『社会福祉 その

将来 』 (SocialWelfare: The Way Ahead)は，

社会保険の強制は香港の雇用者が受け入れない

であろうとの前提に立って，公的年金の可能性

を否定した旧9)。さらに1977年に社会福祉署は

『社会保障発展計画緑書』りi-:101のなかで政府が

管坪する掲出型の健康保険の設置を示唆したが，

同時にこの計画に対する幅広い社会的合意が

確実に得られない限り，実施の検討を見送る」

と明記した国］）。その18カ月後に緑書に基づい

て作成された白書『1980年代に向かう社会福

祉』(it12)でも，結論は出ないまま実施は見送ら

れた

しかい 1970年代から80年代前半にかけて、

労働団体とボランティア団体が社会保険の設置

的
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を要求する運動を起こした。労慟団体では1977

年に香港キリスト教工業委員会 (HongKong 

Christian Industrial Committee)1iil4)が500世帯

を対象に調査を行い，これをもとに労災対策と

して強制積立基金を設置して政庁の管理に付す

ことを提起した旧15）。また1982年と86年には，

ボランティア団体の連合である香港服務聯会

(Hong Kong Council of Social Service)が失業

保険と国民年金の設置を要請する報告言を提出

した。さらに1983年11月には40余の労慟団体と

ボランティア団体が結集して，香港社会保障委

員会を組織し，『社会保険推進緑書；を発表し

て事業主，被雇用者，政府の 3者が拠出する社

会保険0)設立を要求した(i!:1610

方， 立法評議会でも，退職者の牛活を保閏

するため，公的年金を要請する点がtがってい

た。 1974年10月と76年10月にチュン (Dr.S. Y. 

Chung)議員が厚生年金に柑当する中央積立方

式の公的年金 (CentralProvident Fund)の設佃

を提案し， 83年と84年にはフー (F.K. Hu)議員

とファン (HarryFang)議員の 2人かそれそれ

lnJ様の提案を行った叶17）。しかし衛生•福祉長

宜はフー議員の提案に対して，「強制的な拠出

基金を支持する新たな論点が見あたらないので，

既付の公的扶助叶両の範囲で対応する」と回答

したぃt18,10

2. 年金導入をめぐる議論の再燃 (1985~

94年）

立法評議会での討議が本格化したのは、返還

が決定し；［法評議会に選挙制度が導人された

198S年以降てある01985年10月の立法評議会に

おいて労働界代表のタム(TarnYiu Chung) 

とホン (PengChun H oi)議員がシンカポール型

の中央積立方式の公的年金案を提起し， 87年10

70 

月まで2年の歳月をかけて立法評議会で協議が

行われた。この間に政庁は諮問案を1986年10月

に発表し，地元各界の意見聴取に努めた(;}19)0

雇用者の立場に立つ財界は，甚本的に国民年

金構想に反対の立場をとったm20)。1986年8月

17日、香港工業総会の副会長で立法評議会議員

のスティーブン・チョン (StephenKan Chuen 

Cheong)は香港労働組合連合会のセミナーにお

いて，多数の雇用者は保険料を拠出することに

よって，生産コストかt昇し競争力か低Fする

ことを恐れていると訴えた。また彼は， このよ

うな計画は将来的に年金を受給する若年労働者

に有利なだけて実際の低所得労働者には無益で

あり，政庁か私企業に保険を強制するのは，自

由経済に対する介入てあると主張した勺i2]！。

これに対し11の労働団体やポランティア団体

は，共詞で『社会保障輿香港工人』と題する報

を出版し，公的年金の必要性を訴えた｛注22!

1987年5月13日の立法評議会で意見の調整が図

られたが、議論は収束しなかった。結局，客死

したユード (EdwardY oude)総督の後任として

ウィルソン (DavidWilson)総督が赴任すると，

1987年10月7日の初の施政方針演説において，

社会的合意の欠如を理由に公的年金案を取り下

けたのである。

しかし翌1988年10月12比総督は再び立法評

議会の施政方針演説において，個別企業の年金

制度に対する改良案を提示する。政庁は，中央

積立基金の設紺を1991年7月に否決する傍ら，

これに代わる制度として新たな「退職年金制度

改革案..(Occupational Retirement Scheme)を

l:／：法評議会を通じて提起した。
立法評議会の原案は， 1991年1(）月31日に行政

評議会の同意を獲得したしこの原案にはすべて
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の雇用者に銀行もしくは保険会社が設計した退

職年金制度の導人を義務づける条例を設けるこ

とが定められていた（注23)。新しい退職年金制度

を中央積立基金と比べたときの明らかな利点は，

運営コストが中央積立基金の膨大さに比べて安

いことであったが．それでも原案に対しては諮

問委員会と公聴会を通して修正意見が寄せられ

た。

香港労組同盟(CTU)は，（l）月収4000香港ドル

未満の労働者は年金制度への保険料を免除され

るべきこと，（2）外国人労働者導入制度の緩和に

結びつけてはならないこと，（3）香港のほとんど

の退職手当制度は退職時に一時金を支給する制

度だが，転職した場合にも年金受給資格の継続

を可能にすべきこと，を提案した(il:24)0 

こうした手続きを経て，職業退職年金制度の

最終案が1992年12月16日に立法評議会を通過し

た。「職業退休計画条例」 (OccupationalRetJre-

ment Schemes Ordinance)の内容は，（l）退職年

金制度の賓産と雇用者の資産の分離，（2）貢任あ

る資金調達，（3）独立した年次会計監在の実施，

(4)/111人者への十分な情報開ぷ，を義務づけてい

る。登録・監督制度は専門家に依存し，「職業

退職年金制度登録官」が36人のスタッフととも

に， 3万以上に達すると推計される香港の退職

年金制度を監督する責任を負うことになった。

また一企業の従業員の加入が20人を超えた場合，

企業内に従業員による協議委員会を設置するこ

とも定められた旧25)0

しかしこの条例はいわは適格年金の設置を各

企党に促すもので，既存制度の改良案の延長で

あり，強制力はなかった。このため1994年10月

末の登録期限ほ26)になっても，人件費の上昇を

恐れる中小企業の多くは，同制度への参加を見

送ったのである（注27)0 

これとは別途に教育・人的資源長官は1991年

11月に社会保険計画を策定するとの決意を表明

し，退職保障作業グループを結成した。この結

果，政庁は1992年10月．すべての正社員に年金

加人を義務づける「全港退休保障制度」 (Com-

mumty-wide Retirement Protection System)の

諮問用文書を発表した。

ところが労働組合と一部の立法評議会議員は．

引き続き中央積立基金の導人を要求し， 1993年

2月3日には「政庁に中央積立基金の設饂を迅

速に進めるように求める修正案」を22票対17票

で可決した。この決議に対しても，香港政庁は

「中央積立基金は実現不可能な提案」と宣言し．

従来からとり続けている反対の態度を崩さなか

った⑪28)。香港政庁が中央積立基金の導入を否

決した表向きの理由は．当該基金が巨大な規模

と影響力を持つ単一の制度的投資者になるため．

金融市場と経済を不安定にする可能性が生じる

というものであったは29)0

しかし政庁も立法評議会の反対を押し切って

「全港退休保障制度」の諮問案を実行すること

はできなかった。結局．教育・人的資源長官は．

1993年12月15日の立法評議会において「中央積

立基金は導入せずに現行の制度を継続するが．

高齢者保護の改善を求める声が強いので，これ

を強制する構想を立法評議会で検討する」と述

べたげ30）。政庁案は再び廃案となったのてある。

3 年金法案に関する妥協点の模索 (1994~

96年）

ここで新たに浮上してきたのか，年金への強

制加入と高齢者手当の即時払いを組み合わせた

「老齢年金制度案」 (OldAge Pension Scheme) 

であった。 1994年7月12日．政庁は老齢年金計

7I 
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仙i(}）諮問用文内を発表した。その内容は， 65歳

以上の閥齢者に2300香港ドルの年金を即給付す

る，その経費は，従業員と市哭士の拠出する積

立金で年金駐金を構成し，そこから支払う， と

いうものであったけi31）。この文門に対しては、

3カ月の諮問期間に6600通以上の意見万が寄せ

られ，退職後の生活保障と高齢者問題への関心

の蒻さを窺わせた。

政庁の諮問文；りは，各界の反発を避けるよう

汁：意深く設計されていたc 従来の中央積立型の

年金猜金制度や1992年の「全港退休保障制度」

に関しては，政庁が韮金に対し何ら貞任を負わ

ない点が民主派議員の攻撃の的になっていた。

そこで政庁は次のような説明を行っ fこまず

100億香港ドルの出資を行うことを公約した—

そして現行の裔齢者手廿の支給を停止する代わ

りに，その分の予算を基金に打入する(1991年If)

場合は36億香港ドル）とした。さらにl9万人の公

務員の雁用者として，政庁は彼らの給与0)1.5

％を積み立てる必要があり， 1994年に導入され

た場合は12億香港ドルを拠出することになると

推計された。政庁は雇用者への免税措間を行う

ため， これらすべてを含めて』算すると，老齢

年金計画の支出の:35~4(）％を政庁か負担するこ

とになる， というのであるe この諮問案は曹 3 

カ）l0)公聴期間を経て， 1994年1(）月木に諮問を

締め切ることになった。

ところが政庁U)f想に反して諮問案は，財界

と労慟界の双｝jから批判を浴びた。財界か批判

したのは，次の、点てある。 (l諮間案では積立金

った低税率の原則を放棄することを意味する。

また貯蓄形態の選択権を育う。 (2)拠出金に上限

を設けていないので，高額所得者には不利であ

る。 13)高齢者が退職後に海外に移民した（ある

いは 180日を超えて香港を離れた）場合には，年

金の受給資格を喪失するというが，これは海外

移民0)可能性が高い技術者や資産家に不利であ

る。移民ラッシュの問題が解決してから決める

べきことである。 14)政庁から独立した管理機構

に業務を任せるのは，政庁の無貨任である。し

かも運営費の負担が大きすぎる旧321。また，こ

の機溝が税務署のように支払い額の適性度につ

いての調査権を持つのかどうか不明であるぽぶ1̂

以tの理由を挙げて、財界代表の多い新香港

同盟や自由党の立法評議会議員は，政庁が280

万人の香港の労慟人口に健全な退職後の社会保

障制度を提供することと，高齢者の基本的な生

活の保障の両方を同時に実現しようとしている

ため，効率の悪い制度を考え出したと主張した。

彼らはその根拠として周永新の調査を引用し，

高齢者が本当に必要としているのは，第1に［欠

療サービス，第2に仕宅，第3に現金であるか

ら，医療政策や住宅政策において老人への配慮

を強化すれば，制度を動かさなくても既存の行

政体系て対応できると述へた直31!O

方，労働界は一北応0)歓迎の意は表明したも

のら財界と同様に，政庁か相応の負担を避け

ているために、効率の悪い制度になっていると

批判しに香港労慟組合連合会の副理事長であ

る陳婉網は「65歳以上の人口は，現時，点では香

の かかわらす．受け取る年金は、律23(）（) 港の総人口の9.5%を占めるだけだが， 40年後

香港ドルである。したかって厳密には支払いに

応じた金額を受け取れる「保険」ではなく，単

なる増税である。これは香港経済の活力源であ
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には19.5％にまでt昇する」としヽう推計をもと

に「政庁は出資金を100億から300億香港ドルに

増加すべきである。さもなけれは景気の変動に
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左右されて，加入者の年金納付率を引き上げる

羽目になる」と主張した。陳によれば，政庁原

案にある人口成長率が年平均1％という予測と，

長期の実質賃金の成長率が年平均2％という見

通しはあまりに楽観的すぎて，悪条件が重なっ

た場合は2016年には老齢年金計画は破綻する，

という（注35)0

さらに労働界からは，老齢年金の支給額に関

しては，諮問案のようなインフレ率との連動で

はなく，賛金の中間値を基準にすべきであると

いう意見が出された。 1993年12月15日に政庁が

取り下げた「全港退休保障制度」では， 65歳以

上の資格を行する市民は毎月，門金の中間値の

3割に相当する年金を受給できるとなっていた。

労働界の代表はこのことを根拠にして，「老齢

年金がインフレ率に連動した場合の結果を試算

すれば， fi資格者が60年後に受け取る年金は賃

金の中間値の 9％になり，現時点で即時受給で

きる年金の 3割にすぎない。これでは現行の高

齢者手当と1五lじで， とうてい『保節された生活、

安楽な晩年』という目標は実現できない」と主

張した(i訟）。確かに即時受給となる年金は月額

2300香港ドルであるから，平均賃金の 1万香港

ドルよりはるかに低く，退職後の牛活レベルの

維持を考えれば，別の収入源を確保する必要が

出てくる。また免税措置を雇用者の積立金だけ

でなく，被雇用者の積立金にまで範囲を広げよ

という要求も労働界には根強かった。何よりも

問題だったのは，老齢年金よりも中央積立基金

制度の再検討を望む声が依然として大きかった

ことである。

本来ならば財界や労働界よりも決定的な影響

力を持つのは，中国政府のはずであった。老齢

年金計画は 2年の準備期間を見込んでおり，ど

んなに早くても実施は1997年以降になる。すな

わち実施に廿たるのは返還後の香港行政特別区

政府ということになり，中国の意向を無視して

決定することは不可能であった。

ところが1990年代に入ってから，中国はイギ

リス政府への不信感を強めていた。中国を警戒

させたのは，パッテン総督の選挙制度改革案と

第2空港建設をめぐる予算の改訂であった。中

国にとっては年金制度の提起も，イギリスが撤

退前夜に未来の行政特区政府に財政負担を押し

つけようとしているという疑念を強める材料に

なった。先進国の事例でも明らかなように，社

会保障の公的年金は，財政赤字の原因になりや

すいからである。

また香港の財界が政庁案に反対したことも，

中国の立場に影響を与えた。中国の対香港政策

の基本は，その経済的繁栄を維持することを目

的にしている。このため財界の意向を重視する

傾向が強い。また財界も中国との経済一体化に

より，ビジネス・パートナーとしての中国を支

持する意味で親中国の立場をとっている。した

がって将来の香港行政特区において中国が安定

的な政府運営を行うためには，中国に対立姿勢

をホす民主派よりも，財界の意向を尊重する必

要があった。こうした中国の立場を反映して，

親中派のマスコミは政庁の原案に否定的な報道

を行った（注37)0 

ただし中国は第2空港問題とは異なり，公式

に全面反対の意見表明を行ってはいない。香港

が高齢化社会に直面していることは事実である

から，行政特区政府は遅かれ早かれ高齢者の生

活保障問題への対策を講じる主体にならざるを

得ない。むしろ年金の積立てを始めるのは早い

方が良い。したがって問題を先延ばしにするよ
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り，できることなら返還前に処理する方が合理

的である。

しかも全面的に反対すれば，過渡期の難しい

時期において最も古くからの親中派である左派

労働組合の支持を失う可能性がある。労慟界は

政庁案の内容については批判しながらも，政庁

が中高年労働者の退職後を保障するための改革

に若手したこと自体は歓迎していた。実際に左

派労組のt部団体である香港労慟組合連合会は

1994年に年金計画を容認するよう北点に対して

請願している。これから直接選挙の議席数が増

大するときに，大址の組織票が見込める左派の

支持を失うわけにはいかない 9) また中国政府か

国内で推進中の社会保険制度ふ香港政庁案よ

りもはるかに閥い拠出率を設定している。以 l•­

の理由から，中国は表立った反対を抑制したの

である。

留意すべきは，返還が近づくにつれて，香港

政庁が指導力を発揮できなくなったという点で

あろう。社会保障制度の改革が必要なことは，

中国を含めた関係者が認識していにそこで香

港政庁は限られた時間で，すなわち返還以前に

老齢年金制度を実現するため，極力論争を避け

るIづ．夫を原案に凝らしていた。財界と中国の支

持を初期に獲得するために，支出項目をできる

限り削除し，労使双方1.5％ずつというきわめ

て低い拠出率を提ホしたのは，そ(/)-^ 例てある，一

このため65歳前に死亡した個人に対する見舞金

も削除された，，また外国籍の被屈用者からも積

¥'［金を徴収することを決めた。さもなくは積立

金の拠出率は原案よりも0.5％前後引き l．．ける

必要があった hi38,9し1

また政庁は中国と財界の支持を得るために，

雇用者の積立金分の支出に免税措置を認める
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方て，被雇用者のそれについては認めない方針

を固めた。また「財政赤字の呼び水になる」と

いう非難か中国から発せられることを予想した

香港政庁ぱ，年金支出が膨張しないよう，老齢

年金条例に規定を設けて「実質支出を改正する

にあたっては，最低限50年間の財務収支評価を

行い， 3年ことに 1回老齢年金計画の財務上の

健全性を検討すること，そして社会に対して老

齢年金支出の増加にともなう代償を周知徹底さ

せること」（正39)を義務づけたのである。

しかしこうしたすべての関係者を満足させよ

うとする政庁の方針が，逆に労働者の退職後の

社会保障と高齢者福祉の2つの目標を混同して

し又るという非難につながった。また拠出率を低

く抑制するために，楽観的すぎる将来予測を前

提にしたという批判を呼んだ。代案として財界

は自由党，香港同盟など3党を通じて，現行の

高齢者手当を， 210(）香港ドルまで引き上げるこ

とを提唱した。また労慟界は左派労慟組合を中

心に中央積立基金の導人を要求した。香港政庁

にはこれらの反論を調整する時間も残されてい

なかったし，中国の潜在的な反対を押し切るだ

けの指導力もなかった。

1995年1月27日，香港政庁は諮問結果の発表

を行い老齢年金制度案が全社会的な合意を得

られなかったことを理由に、老齢年金以外の方

法で高齢者対策の道を模索すると発表しだい(JI

また行政評議会では，「財界，学界，中国の 3

者が反対している以L，政庁原案を通すことは

が可能-との説明かなされた，，労働組合は方針

転換に怒り， l？法評議会議員で労組出身の議員

たちは，「複数の世論調査において，政府原案

は70％以上の支持を得ていたのに，今吏撤旧す

る0)は無貨任」と批判し，「中央積立基金制度
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と老齢年金の 2本建てが望ましい」と主張し

た(it4l)0

これに対し教育・人的資源科は，七任代理の

ジャクリーヌ・ウィリス (JacquelineWillis)の

発言に見られるように，ひとまず既存の高齢者

手当を引き上げ，将来的には雇用者と被雁用者

がそれぞれ月給の5％を積み吃てる強制年金制

の導人を検討する，と答弁したば：4互具体的に

は一度取り下げた1992年の草案に修正を加えて，

再び年金制度への加人を義務づける方針を打ち

出したのである。 1995年4月，政府は「強制年

金法案」 (MandatoryProvident Fund Scheme)の

諮問用文書を提出，民主党はこれに反対して老

齢年金制度案の復活と高齢者手当の引き上げを

要求するが，パッテン総督はこれを拒否し， 7 

月27日ついに31票対22票で政庁原案か立法評議

会を通過した。

その後も年金関連の議案は，僅差ながら可決

されていった。 1995年11月には，年金関連の予

算措憤が30票対26票の4票差で可決され，年金

管理事務局と年金審議会の設置に関する予算措

潰も翌年の 2月と 4月に成立した。

いままで政庁案に修正を要求してきた議会が

最終的に政庁案を支持したのは，これまでにな

い時間的制約という要因が作用していた。今回

の政庁案が流産すれば，返還までの間に有効な

年金制度を確立できないことは明らかであったc

しかも中国は現在の立法評議会を正当と認めず，

返還と同時に解散させることを明苫している。

これが、今期の立法評議会が年金制度を導入す

る最後のチャンスだったのである。

また従来は年金構想に反対してきた財界が，

条件つきで賛成の立場に回ったことも政庁案の

可決を1II能にした。財界は老齢年金制度の導入

に反対した折， 1992年の強制年金案の方がまし

である， という意見に傾いていた。とくに不動

産業界と並んで大企業の多い金融業界にとって

は，年金の積立ての義務化は大規模の長期資金

の運用を必要とすることから，新たなビジネス

・チャンスの到来を意味する。実際に保険機関

をはじめとする金融業界は，政庁案の可決に歓

迎の意を表明した。

最も難色を示したのは，中小企業の事業主で

あった。かれらは保険料の事業所負担分と，そ

れにともなって義務づけられる会計報告の事務

状を考慮すれば，既存の保険加人者の多い大企

業とは異なって，新たな人件費の上昇が起きる

と懸念していた。政庁は，こうした中小企業の

冑業主の意見をも代弁する自由党に歩み寄り，

(1)今後，保険料のりlき上げを行わないこと，（2)

もし議会が引き上げを要求・可決する可能性が

高まった場合は，政庁が提案を取り下げること，

(3)解雇手当や長期雇用手当は保険料で相殺でき

ること，を盛り込んだ。また政庁は民主派の主

張する「年金に政庁の最終保障を与えること」

については，「最終的には納税者に負担を転嫁

するだけのものーとして却ドした。こうして諮

間と取り下げの繰り返しを経て，ょうやく全香

港を対象とした強制力を持つ年金条例が成立し

たのである。

4 年金制度導入の社会的背景

なぜ1980年代末から香港政庁は，それまでの

消極的な姿勢から一転して年金法案を推進した

I))であろうか。その要因を明らかにするには，

1980年代後半の社会構造の変化を考察する必要

がある。これによって， 1970年代の漸進的な社

会改良の効力が減少したからである。

(1) 生産地の中国移転
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1980年代は香港にとって，政治と経済の両面

で大規模な構造変動に直面した時代であった。

GDPの産業別構成を見ると， 1980年には24%

だった製造業のシェアは94年には9％へと大き

く後退し，代わってサービス産業が75％から83

％へと躍進した(;143）。これにつれて就業構造も

急速に転換した。 1980年には89万人を数えた製

造業の労働者は， 94年には42万人へと半減して

いる。同期間に金融や貿易など主要サービス部

門箪44)の就業人口は56万人から140万人へと増

大した。

以tの産業構造の変動の要因は， tとして製

造業の中国大陸への生産地移転にある。 1970年

代末，中国が対外開放政策を採択し，外資導入

に踏み切ると，空間コストと人件費の上昇に悩

む香港の中小製造業は，低廉な労働）］と土地を

求めていっせいに中国大陸へと進出した。この

結果1996年までに，中国大陸において約400万

人の雇用が香港投資の関連で発牛したといわれ

るh1..4510

こうした変化は，香港の労働者にとっては，

就業機会の流出を意味した。 1992年に香港政庁

が行ったサンプル調査（注46)の推計によれば，過

去1年以内に失業あるいは転職した経験のある

労働者3万1200人のうち，自発的に離職した者

(5800人）を除いた 2万5500人の35％に相当す

る8900人が，中国その他への操業地移転が原因

で失業あるいは転職を余儀なくされた， と答え

ている（表 l)。

もっとも香港全体としては，中国の改革加速

化の影響を受けたため， 1980年代には経済は活

況を呈していた。 1980年から85年の GDPの年

平均成長率は実質で5.6%,85~90年は7.8％に

まで達した叶47)。これを反映して1980年代後半

の失業率は 2％前後に留まり，ほぼ完全就業状

態が続いた。製造業の海外移転による雇用機会

の減少は，サービス産業における雇用増大で解

消したかに見えた。

しかし労働者の配置転換は，産業や職種，学

歴、年齢で異なっている。最も大きな影響を受

けたのは．製造業に従事する中高年労働者であ

った。産業別に見ると，前出の1992年のサンプ

)

）

1

5

0

-

•• 

4

0

.

 

期

砂

42
茄

5
1
7
0
0
-
ー

半四
⑧

|

'

-

的

2
 
第

発

8

9

3

5

5

年

自

1
0
8
1
4
2
5

2
 
トヒ’J
 

，
 
，
 

ー（
 

4

9

、
,

1

値

o

o

-

J

5

0

‘,' 

．

．

．

 

-｛

1
U
%
2
0
1
5
6
2
2
0
0
 

推

4

1

の

8

者

0

1

’

:

|

|

ー
|
-

J
 

職

が

2

9

6

1

8

-

離

発

数

ー

0
i
o
-
5

一

自

人

1-L 

表

転

-

[

移の

一

，

ヘ

因

他

少

止

i

"

原

鎖

の

減

廃

計

―

の

一

閉

そ

の

の

職離

一

業

国

事

種

＿

合

企

中

仕

職

―

（単位： 1,000人）

合計(100.0%)

（出所） Social Analysis and IむsearchSeclion, Census and Statistics Department. Social 

Data Collected by the General Household.ゞl(Yl'｛＇＼'， SpecialTopics Re加rtNO. X (Hong 

Kong: Government Printer. 1992), p. 2乙

（注） （1) 過去 1年間に 1回以上の離職経験かある者が対象。

(2) 表ぷした％値は，人数項目から算出できる％値と若干0)ずれかあるが， これは人数

を10人単位で四捨丘人して 100人単位に換算したためである。原資料の％値は，

に表ぷしたとおり。
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ル調査でも，離職者の70％が製造業部門で発生

しており（図 l)，その理由の44％が中国をはじ

めとする域外への移転なのである（表 2)。また

同時期に失職した労働者を職種で分類すると，

最も多いのが機械工・組立工で， 3）il200人の

うち 1万1400人(36.4%)がこれに相％した。逆

に最も少ないのが管理職・専門職で，失職者は

2400人 (7.8%）にすぎない(ll:48)0

同様の傾向は，同じ時期の再就職までの期間

にも表れている。管理職・専門職の70％が失職

図1 離職者の業種別比率(1992年第 2四半期）

建設

(4%) 

サーヒス
(13%) 

製造業

(70%) 

（出所） 表 lと同し (p.24) 
（注） 1流通その他」には，卸売，小売，レスト
ラン，ホテルが含まれる。

したのち 3カ月未満で再就職に成功しているの

に対し，単純労働者の44％は再就職まで3カ月

以上の期間を要した。しかもそのうちの4分の

l余りが1年以上，再就職できずにいる（注49)0 

学歴については，失職者のなかで最も多い58.5

％が中等教育を最終学歴としている。次に多い

のが初等教育の30％であり，職業訓練を含む高

等教育を受けた者は 3.2%，最終学歴が大学の

者はわずか2.3%であったば50)。就業人口に対

する大卒の絶対数が少ないことを考慮する必要

はあるが，失職者の大半が中等教育以下の最終

学歴の者であることに変わりはない。

しかも製造業企業の移転にともなう工場閉鎖

は， l力月前に解雇通告を与えるという香港政

庁の条例を無視して，突然行われることが多か

った。その際には被扉用者が積み立てた社内退

職基金も還付されないままてあったほ51)。香港

政庁は1994年3月に雇用条例違反の罰金を大幅

に引き上げたが，このことはとりもなおさず雇

用条例違反かいかに増大していたかを示してい

るげ52)。
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(2) 海外労働力の輸人 雇用状況にも影響を与えた。 1994年の失業者調

さらに1980年代末からは，海外からの労慟カ

輸人という新たな問題が浮上した0 1980年代前

半の半熟練工0)不足に危機感を抱いた財界は，

政庁に対して，労慟力輸人の要求を繰り返し行

った旧53）。これに対し政庁は1989年に，「労働

輸入計画」(ImportLabour Scheme)を発表し， 2

年契約ベースで海外からの熟練T¢の導入に踏み

切った。この計画に基づいて， 1989年と翌90年

に，合計 1万5418名の海外労働力が香港の就業

許可を獲得した。 1992年には．これらの叶画は

「一般労働輸入計画」 (GeneralImport Labour 

Scheme)に改編され、輸入労働力の K限も 2万

5000人にまで引きLげられた。また政庁はこれ

とは別途に，第 2空港関連のインフラ建設の

ための労働力輸入枠を1994年11月にそれまて

の2000人から 2万7(）（）（）人に引き上げたのであ

る(it.5410

この結果，製造業部門における労働力不足は

1980年代後半には解消していた。こうした状況

を反映して， 1990年代には製造業の生産職につ

いては，実質賃金の伸び率が頭打ちになったc

製造業部門の実質賃金は， 1974年から80年の間

にfl:liベースで34%，各種手当を含めると40%

t昇していた。ところか1990年代に人ると， 92

年9月を100とする実質賃金指数は，製造業の

生産職に関しては93年3月が101ふ 93年 9月

101.1, 94年3月102.2と微増したのち， 94年9

月には99.0,95年3月には97.6と漸減した閏5ふ）。

ィ＜平等をiit測する代表的な指数であるジニ係数

も，政庁の人ロセンサスによれば1976年には

0.43であったものか86年には0.45に拡大じげ561̀

92年には0.48にまで l：昇した

さらに海外労働力の輸人は，サーピス産業の

78 

査によれば、 5万6400人の失業者のうち，前

職が卸売，小売，レストランの者が2万1000人

(37.3%）で，製造業の 1万5400人 (27.2%）を

ヒ回ったり戸見ただし不完全就業については，

製造業と建設業かそれぞれ32.4％と47.0％の高

い数値を示しているげ59)。

また1989年には高齢者の転職難を反映して，

中国バスの運転手1700名が退職金の増額と給付

条件の緩和を求め， 11月29日から30日にかけて

2日間の大型ストライキを発動した。交通スト

は20年ぶりの出来事であり， 1967年の香港暴動

の再現を恐れた香港政庁は労慟署から特別調停

宜を緊怠派逍するという異例の措置をとった。

この結果，経営者側が全面的に譲歩して，退職

金は 3倍に増額され，労働者側は11月30日夜に

スト中止を発表した。さらに1993年はキャセイ

・パシフィック航空のスチュワーデス3000人か

17日間のストを決行したため，労使紛争を原因

とする労慟損失H数が 1ガ6204日に忽増した

(92年は3296.5日）いい沃1)。1994年には労働損失日

数は3551:::lに激減し，労使関係は安定化する。

しかしこれらのストライキは， 上記の労働者の

階暦分化とともに，政庁に労慟政策と社会福祉

の再考を迫ることとなった（；国）。

噂） 高齢化の進展

1994年の政庁の高齢者報告書直62)によれは，

香港住民の平均寿命は男性75.1歳，女性80.6歳

に達しており，日本と比べても遜色がない（注6:)10 

またこの報告書では， 60歳以tの人口が総人「l

に占める比率は， 1996年時点で14.6%,2001年

ては15.4%．そして2011年には18.1％に達する

とf測されているば64）。これに対して出生面て‘

は顕著な少 f化か進行しており， 1994年時、r•Ii(}）
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合計特殊出生率は 1.2にまで低下しているl;tfj5:,:,

さらに上記の報告書によれば， 70歳以上の高

齢者の老後の生活について， 20ガ人を対象に調

育結果を得たところ， tたる収人源か同居家族

という回答者が全体の73.6％を占めている。こ

れに別居親族への依存を加えれは同答者の85

％が家族と親族に依仔して生計を立てているこ

とが分かる。 Ji，個人の貯蓄に依存している

高齢者は4.5％であり，これに個人年金への依

存者を加えても 5％にすぎない：；1661 しかも詞

じ報竹書では， 67Jj人の60歳以l：の研齢者を対

象とする調査で， 33％か一人暮らしか，あるい

は配偶者と 2人たけで居住していることが分か

った(/1671。

従来，高齢者には大陸へ帰還するという選釈

肢があった。とくに移民の第 1世代にとって，

大陸は最後の拠り所である。大陸の農村部は生

活費が安く，偵接顔見知りの親族かいるので，

香港での貯蓄とf女からの送金で余生を送るこ

とができる。また中国大陸の親族も香港から 0)

経済的援助を期待している。そこで詞郷会は大

陸に蓑老院や病院を寄付して，そこに向齢者を

送り込んている。前出の順徳聯誼総会も毎年30

人余りの絲齢者を中国大陸の蓑調施設に紹介し

ていた (i!Jil-110

しかし，このJj法か将来は1i効件を失うこと

も明らかである。第 1世代とは異なり，香港生

まれ香港育ちの第21サ代の場合は，中国大陸の

親族との交流が希薄になっており，直接老後の

介設を依頼できる親密な関係は後退している c

また中国大陸では経済改革の結果として生活レ

ベルが K昇しており，物価の格芹は将来は縮小

すると、思われる。とくに香港住民の親朕か集中

するIぷ束省0)珠江デルタは, 1980年代に急速な

経済成長を遂げた地域である。しかも中国自身

ヵ← 高齢化社会に

足を踏み入れつつある。長期的には香港の麻齢

者の生活を中国大陸に依存することは困難とな

ろう。

14！ 民主化による圧力団体の台頭

以上の要因から低学歴の中高年労働者には，

自分たちの退職後の生活設計か憂慮すべき課題

として意識されるようになったこそれが1980年

代未から政治の課題として取り tげられたのは，

85年の立法評議会における選挙制度の導人か影

響している。

ます選挙の実施によって，年金制度の尊人を

t張してきた労慟組合やホランティア団体の発

司力が悩まった。 1991年の時点では立法評議会

における職能別団体選挙の枠で、労働組合は 2

議席を確保し，ホランティア団体にも 1議席か

与えられたいさらに1995年9月の直接選挙てホ

ランティア団体ゃ中道労組を支持層に持つ民主

党い）tlか19議席を獲得し，第 1党となった，〉ま

た左派労組の香港労働組合連合会も。親中派の

民主建港連盟を通して立法評議会での影響）Jを

拡大した。これに対して財界に支持基盤を持つ

自由党は， 1995年9月の選挙において直接選挙

枠ては 1議席しか廿選者を出すことができす，

職能別団体選挙の 8議席を合わせてようやく 9

議席を確保したにすきない

さらに直接選挙0)実施は，選挙民の生活に直

接関わる間題の提起を促進した。 1995年の選挙

で頻出した公約には，福祉f廿d)41きtげや健

康保険の設置海外労働力の輸入制限といった｀

生活に密柑したものか多い。年金制度の導人I])

圧力は、こうした政治環境の変化からも増大し

てしヽた 0)である。
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（注l) 最初に提起されたのは， 1992年の「全港退休

保障制度」である。

（注2) 中国語ては 1強制性公積金計画条例」。

（注3) Gertrude Williams, Rゆ0汁 O'91the F位 S1・

bility l)J^a Survey into Social We(tare Pr01:t:,ion and 

A /lied Topilヽ inHong Kung (Hong Kong: Govern-

ment Printer, 1995). 

（注4) Ibid., pp. 21 22. 

（注5) 11 Report by the Inter-De加rtmentalivork-

ing Party to Consider Certain A.、.pects of S尻 ial
Security (Hong Kong: Government Printer, April 

1997), pp. 167 170. 

（注6) 具体的には前節の公的扶助』・曲i"Public 

Assistance Scheme" (1971年4月発表）に関する記述

を参照。

（注7) 、り時の呼称は ‘•Colonial Secretarỳ'。現在

0) "Chief Secretary"に相当。

（注8) Nelson W. S. Chow, The Fea.sibility of 

Contributory Social Security Schem/'in Hong Kong 

A Study of Employers'and Employees'Opinion 

(Hong Kong: Social Research Centre. Chinese 

University of !long Kong, October 19791, p.,. 

(it. 9) Social Welfare Department, Social }Vi,f. 

fare: The Way Ahead, (Hong Kong: Government 

Printer, 197:3), p. 21 

UUO) !long Kong Government, HげI).iOrTIItS( 

Least Able to lfrlp Thern,elじ('S,• A Program加 ',1;)1.

Social Securi(v Dewloprnent (Hong Kong: Govern-

ment Printer, 1977)．筆者か使用したのは中国語版の否

港政府 r為最イ＜能自助者提供援助 社会保障発展叶画

緑皮肉 』香港 香港政府印務／心 1977年11月，

(ii:ll) 香港政府『翔最が能自助者・・・・・・；ぷ～36ペー

ジ，

(itl2) Hong Kong Government, :ゞI)C1ulWe[I(m~’ 

into the 1船()'、ヽ＼HongKong: Government Printer, 

1979), 

（注13) Chow, TI]（'F(＇(ls珈lity(J、/̂9 9,  p 8, 

（注14) 香港キリスト教工業委U会は労慟組合ではな

いが， 197(）年代から労働者の権利や労働関連法案の要求

運動を展開してきた団体c

（注15) Chow, The Fmsihility of.... p、37(l点典

は, Hong Kong Christian Industrial Committee, 

So(、・ialSwurity Rゆort、mimeographed(Hong Kong, 
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;¥fay 1977). 

（注16) 関注香港社会保障委員会『推行社会保険緑皮

恥香港 1983年11月 8~9ページc

（注17)'.¥farkKin Yin Li.''Interest Groups and 

the Debate on the Establishment of a Central 

Provident Fund in Hong Kong" (M. Phil. thesis, 

University of Hong Kong, 30 June 1988), p. 34 

(i.118) Ibid 

（注19) Ibid., p. 2 

(i-l:20) 財界は1970年代から，同様の趣旨で年金案に

は反対を表明しているc たとえば1977年の『社会保障発

展計画緑書』に対し，香港工業総会は， 97年の返還問題

U)趨線によっては年金か支給される保証はないとして，

長期に及ふ年金基金の設置に反対を唱えた。 Chow,Th, 

Feasib山ty(）J'*.上,p 22* 

（止21) Li, "Interest Groups...," p. L また香港

上業総会は，同様の趣旨の意見書を公表している，香港

L業総会 r香港工業総会就強制性公積金市之政策租立場

恥香港：1987年］ 10ペーシ。

(it22) 梁貿林ほか編 r社会保障粗香港工人」香港

新青年（印務）合作社 1986年。

(ii-:23) 退職令制度に加人している労働者は1991年当

時て7()万人にすぎないっ労働人口総数は約270)j人さ伍

錫康「強制退職年金制度の法制化が前進．．（『海外労f動時

紐第185号 1992年3月） 26ペーシ。

(ii-:24) SCMP, I ;-./ovember 1991. 

（注25) 職業退｛木計画註冊処 r職業退休，i十両条例簡

応香港香港政府印務局 1993年9月，

（汁26) 廂用者は登録までに 2年間の猶千期間が品め

られてし，にまた支払しまでに5年間の猶予を与えられ

た，丸MI'.17 December 1992. 

は27) 1994叩（）月23日，退職年金制）斐登録所 (Reg-

1strar of Occupational Retirement Scheme)の発表

によれは， 2)j社に上る私企業のうち、登録を申請した

u)は収）社にすきなかったo H(）籾 KungStand(Jrd, 24 

Octorber 1994 

（注28) SCMP, 4 February 1993. 

(/園） 伍＇強制退職年金制度の・・・・・・ 26~27ペーシ，9

直 30) 0/!icz(JI Re{，（）rd り Pr(I(，.mlings、 Ji(）加

K m1){ Legisl(Jfll̀(C(）IInul, 1.5 1:)('（.（.rnher l99S (Hong 

Kong: Government Printer. 1993), pp. 1497 1504. 

（注31) Education and Manpower Branch, Gov-

ernment Secretariat, Taking the Worry out ol 
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Gmwing Old: A Consultation Pa択ron thc (；（）rmI・

ment's Propnsal for an Old Age Pension Sch,'血

(Hong Kong: Government Printer, July 1994). 

（注32) 政庁諮問案は政庁から独立した{老齢年金計

両管理局」を設けて，年金の積立てと支払いに全責任を

負うよう提案している。もしこれが実現するならは，

1660人の職員と毎年5億香港ドルの支出（経費）が必要！

にななまた推計によれば設立のための経費ふ約7.5

億香港ドルてある。これらの行政費用は老齢年金計画の

コストに含まれているので，積対人の負担になる。］＾集

姿「港府公怖老年退休金計劃諮詢文件＿ （『経済導報』総

2378期 1994年7月181l)22ペーシr

（注33) 章浩然「老人退休談神話」 (l:) に経済導報』

総2390期 1994年10月JOH)13ページ／同「老人退休談

神話」（ド） （『経済導報』総2391期 ］994年10月17日）

27ページ。

（注31) 章「老人退休……」（ド） 27ヘーシ。

（注35) 陳婉罰「老年退休金計劃防イi恨多商権之慮ー

（『経済導報』総2380期 1994年81-J1 Ul 3ヘーシ，

（注36) |nJ上。

（注37) たとえぱ前述の財界と労働界の批判は，大陸

系の雑誌『経済導報』に掲載されたc これに対して中立

派の『fぶ報財経済月 fl]』は，政庁原案以 I•の代案はない

として，これを支持する論陣を張った3 たとえば，劉進

協II老人退休，寸劃析か1り(『ti報財経済月 f:lj』総209期

1994年8月） :l~llページ。

（注38) Education and Manpower Branch, Go¥' 

ernment Secretariat, Takin!!, the Worry out of. 

（注39) 劉「老人退休，汁劃・・・・・・., 8~ 9ヘーン：，.

（注40) Education and Manpower Branch, Gov-

ernment Secretariat, As.,essm叩 ().fPuhlic Opinion 

()II tllI: Con.sultatiml l)（ll)er“Il/1 (）ld,・1E, Iヤ12SII)H

Srh(:rn{'k)r llonK凡）｝ぼ"(IlongKong: Government 

Printer, January 199:i) 

（注41) SCMl'. 28 January 1995 

（注42) Ibid. 

（注43) 1980~92年までの数値はCensusand Stalls-

tics Department, Rゅised Esti}rl(Il{S II,1 (；ms.、
D()”iestic Iケoduct:1.961 to First Qz,arter 1994 (Hong 

Kong: Government Printer, August 1994), pp. 40 41 

に、 93~94年の数値は， インターネ｝卜香港政府ホーム

ペーシ(/)96年年鑑付表(httμ://www.info. gov. hk i isd 

/hk96/ehtml/app/Eapp 06. html)に店） ＜，9 

直 44) 具体的には流通業（卸売，小売，貿易飲食｀

ホテル部門）に狭義のサービス業（金融｀保険，不動）危

ビジネス・サーヒス）を加えたもの。香港経済か貿易と

金融中心に転換したことから，これら業種を選択。

ぼ 45) 財務長官トナルド・チャン 0)スピーチ｀

''Speech by the Financial Secretary, Mr Donald 

Tsang, to the Hong Kong-New Zealand Business 

Association, Auckland." Friday, August 30、1996

（インターネソト香港政府情報サービス Chttp://www. 

info. gov. hk/isdispeech,、830fs.html;)に某づく，

（注16) 1992年第 2四半期に実施された家叶調在

(General Household Survey)の失職調査C 1 Jj]l75 

いを対象としたものて，有効回答は 1万1140世帯、打効

回答率ぱ94.6％てあったo Social Analysis and Re-

search Section, Census and Statistics Department. 

S̀（）（‘Inl Iklia coll(’llui by tiIt, (;et1€J'(/i H()l1.Iehold 

紐 rvey,Specwl Topics Rcpori No. X (Hong Kong. 

Government Printer, 1992), p. 22 

（注47) Census and Statistics Department. flmw 

kmI且Sonalaml l,、（｀/）｝／ 01111/• Tr9 }1（ム 1980-1.990(Hong 

Kong: Government Printer, 1991), pp. 21 22. 

(iF.48) ibid., p. 26, Table B5 

は49) Social Analysis and Research Sect10n. 

Census and Statistics Department, Social Data. 

p. 29. 

(i t5()） Ihid.，p. 24 

直 51) もともと香港企業家のなかには，倒産や 1且．場

閉鎖にあたってぱ未払い賃金を支払わな＼，ままで香港を

雌れるとし＼うケースか珍しくなかったしこれに対して法

律は，貨金支払いを避けるために香港を離れようとする

拝用者に対しては，被雇用者か地lぺのIil法部門に逮捕令

状を巾請てきる，と定めてし＼る しかし1982年l()月に糾

織された政庁の労慟調杜チームU)調へては，大半の企業

は倒産時の賃金支払のために何らU)措附もと→てしいなか

っにそこて1985年4月から「支払イ＜能時if)Pi金保護染

例 (Protectionof Wages on Insolvency Ordinance.1 

を施行し，支払い不能時u)被雇用者り員金を保護するた

めに店合を設けて，すべての雇用者にり間100香港卜！レ

u)駐令へU)支払しを義務づけた、 これにより支払し小能

に陥？た介業の従業Liは、中，；隅時から遡って 1カ月分立）

ti合に相廿する額を韮金から受け取ることかできる た

たし 1人背たり最高8000香港ドルと定められてし＼る＾，

England, Industrial Relations.... p. 170/ 111｛品『沿j

8I 
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外職業訓練•••…』 86~87ページ。

（注52) SCMP, 26 March 1994. 

（注53) この他にもさまざまな外国人労慟力の輸人か

促進された。頭脳流出による中間管理職や専門技術者の

不足を補うために，同種の人材か海外から香港に流人し

た。 1993年には35カ国から 1万7200人の専門家が香港で

の就業を許可された。また1973年から「家事労働者」と

して就業可能になった人口は， 93年には12万600人にも

及んでいた。そのうち87％がフィリピン人て占められて

いる。 Ng,"Labour and Employment," pp. 201-202響

（注54) Ibid. 

（注55) Census and Statistics Department, Hong 

Kong Monthly Digest of Statistics, January 1995, p. 

18/lbid.. November 1995, p. 17. 

（注56) 奨泰基『香港貧窮興社会保障』香港 中華書

局 1993年 17ページ。

（注57) Ng, "Labour and Employment," p. 222. 

（注甜） Census and Statistics Department. Hong 

Kong Monthly Digest of Statistics, January 1995, p. 

155. 

（注59) Ibid., p. 158. 

（注60) Ibid., p. 21. 

（注61) 伍錫康(NgSek-hong)は1995年の強制年金

基金法案は，労働｝）翰人計画の導人に対する補償とし

て政庁が位償づけていたとの見解を示している C Ng, 

"Labour and Employment," pp. 209-210. 

（注62) Hong Kong Government, Rゅortof the 

Working Group on Care for the Elderly (Hong 

Kong: Government Printer, August 1994)．中国語版

は香港政府『老人服務J"．．作小組報告内』香港 香港政府

印務局 1994年8月。

（注63) Hong Kong Government, Report of the 

WorkinR Group..., p. 1. 

（注い） Ibid., p. 12. 

（注65) Census and Statistics Department, Hong 

Kong Monthly Di"gest of Statistics. Novemver 1995, 

p. 2. 

（注66) Hong Kong Government, Report of珈

Working Group..., p. 41. 

（注67) Ibid., p. 24. 

（注68) 香港と中国の経済交流が広がるにつれて，か

つての同郷会のような香港域内における相互扶助よりも，

会員間の親睦と中国大陸との交流か活動の中心になった3
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養老院への紹介以外の局面でも，同郷会は中国大陸との

交流を促進する機能を果たしている。 1980年代に人ると，

中国大陸の対外開放によって，香港企業の対中投資や中

国ビシネスが盛んになった。これにつれて同郷会は中国

ピジネスの仲介者としての機能を担うようになった。た

だし同郷会が関与するのは，郷鎮企業レヘルの零細売買

の紹介が多い。大がかりなプロジェクトであれば，香港

政庁の貿易署所轄の貿易発展局 (TDC)や中国中央政府

の省庁力商談会を主催する。これに対して地方の郷鎮レ

ベルの商談会や香港の中小企業の進出ならば，同郷会か

情報提供してビザの取得など旅行社サービスまでも行う

ケースがある。

（注69) 1990年には第3のナショナル・センターとし

て香港労紺同盟(CTじ）が成立し，中道路線を標榜して

民主派の支持を集めた。

（注70) 『文雁報』 1995年9月19HC

おわりに

1960年代前半まての華人社会では地縁・血緑

組織，および宗教団体が住民に対して最低限の

福利厚生サービスを提供しており，香港政庁は

「自由放任」（レッセ・フェール）を標榜して不

介人t義を貫徹させていた。しかし1970年代に

入ると，こうした伝統的な組織では激変する香

港社会に対応できなくなり，近代的な社会福祉

の主たる担い手として，香港政庁か期待を集め

るようになった。また1980年代末からは，全労

働者を対象とする年金構想か，政庁の課題とし

て取り上げられた。このように労働者の退職後

の生活に関して，政庁の果たす役割は増大する

傾向にあるといえる。

もっとも1995年に議会の承認を受けた強制年

金条例は，厳密には公的年金の導入ではない。

それはあくまで被厘用者に適正な民間保険への

加人を義務づけるものであり、「レッセ・フェ

ール」 小さな政府」の原則ぱ依然として根強
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いという点を忘れるわけにはいかなし％

しかし高齢化と労慟者の階層分化から派生す

る社会的イ藩満は，簡単に解消できる問題ではな

い。上記の強制年金制度は，今後の労慟者の積

立てに関するものであるから，現在すてに退職

した高齢者の生活救済にはつながらないこまた

政府保証のない私的年金であるため，長期的な

安定性や低所得者への給付水準についても懸念

が残る。

1996年 2月に実施された香港世論調在いt1)に

よれば，「身の回りですみやかに解決されるヘ

き問題は何か」という問いかけに対し嗚「失業一

(22.5%), 「住宅」 (9.7%), 「福祉J (6.6%) と

いうlul答か1位から 3位を占め，全体のほほ4

割に相当するという結果が出た。これに対して

政治問題への関心では，返還後の屯要政治課題

である「臨時立法会議」と「香港特別行政区f

備委員会」とを回答した者はそれぞれ 1.5%と

0.9％にすぎず，政治問題全体でもわすか5.6%

であった。

こうした状況を考慮すると，返還後に現在の

立法評議会が解散になり，民主党の影響力が凋

落したとしても，労働者の退職後の生活保障に

ついては，早晩に香港行政特別区政府への新た

な要求が高まるであろう。

（注 l) 谷垣真理子が香港大学社会科学研究センタ

の協力を得て実施した竜話聞き取り調査。有効サンプル

数はぷ外件こ谷垣真理r「返還をめくる香港0)域内政治」
（日本国際政治学会親 f国際政治』 112 「改革・開放以

後U)中国J 1996年5月） 116ペーシ表6c

（神奈川大学外国語学部講師）

〔付記〕 谷垣真理子「香港政治における民意ー

は次号に掲載いたします。掲載順に変更かありま

したので，お詫びいたします。
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